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技術開発の内容（1.背景・目的）

建築ストックの維持保全が喫緊の課題
（住宅ストック総数約5千万戸(2013年住宅土地統計調査）、年々増加）

建築物外壁等の点検調査時に、足場の設置等に
よる労力や費用負担を要し、無人航空機（以下、
ドローン）を活用した点検調査技術が期待

本提案ではドローンを活用した建築物の自動点検調査システム
の構築を最終目的とし、安全安心な点検調査のための建築用完
全自律制御型ドローンの開発と、搭載カメラによる点検調査を効
率的に実施する技術開発を実施する。

■ 背景

■ 技術開発の目的

ドローンを活用した建築物の自動点検調査システムの開発
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技術開発の内容（2.技術開発の概要：その１）

建築物の点検調査工程（ドローン飛行→カメラ撮影→劣化情報取
得→建物の図面化）を自動化するシステムを構築

■ 技術開発の概要

点検調査の省力化とコスト低減化、飛行時の安全性確保、高精
度な点検調査手法の効果を生み出す。

■ 技術開発の効果

（１）ドローン飛行 （２）カメラ撮影 （３）劣化情報取得 （４）建物の図面化

自 動 化

（開発点検調査工程イメージ）

ドローンを活用した建築物の自動点検調査システムの開発
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技術開発の内容（2.技術開発の概要：その２）

①完全自律制御型ドローンと飛行プランの開発

②ドローン搭載カメラの撮影技術の開発

③不具合情報の自動検出の開発

互換性を付与

（撮影画像イメージ） （解析画像イメージ） （抽出画像イメージ）

ノイズを除去 抽出画像を自動的
にCADへ反映

（CADイメージ）

点検対象物の写真や図面を基に、
飛行プランを作成可能とする。

点検用
高解像度カメラ等

2眼カメラにより「両眼視差」
を捉え、空間を三次元認識

空間認識用
ステレオカメラ

【建築用ドローン】 【飛行プラン作成ソフトウェア】

任意の測定
位置を指定
すると、ド
ローンが自
動的にその
測定位置へ
と移動

（フライトログ
イメージ）

④デジタル劣化情報システム開発

分析

ドローンを活用した建築物の自動点検調査システムの開発
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技術開発の内容（3.技術開発・実用化のプロセス等）

＜平成29年度（1年目）：システム形成＞
点検調査自動化のための統合システム開発

(1) 完全自律制御型ドローンと飛行プランの開発
・3次元空間上の自己位置推定技術の開発
・建物外装と屋根における自動飛行プラン開発
・障害物検知と回避システムの開発と実証実験

(2) ドローン搭載カメラの撮影技術の開発
・小型高性能カメラの撮影環境の検証
・ドローン搭載カメラによる不具合検出の検証

(3) 建築物の不具合情報の自動検出の開発
・建築物の不具合の分布の検出方法の開発
・不具合検出の実証実験と評価

(4) 建築物デジタル劣化情報システムの開発
・ドローン飛行ログと図面との照合方法の検討
・不具合情報の図面化作成技術の開発

＜平成30年度（2年目）：実用化＞
点検調査の自動化のための要素技術の高度化

(1) 建築用完全自律制御型ドローンの開発
・庇等の凹凸部に対応した位置推定技術開発
・不具合箇所の自動検知システムの開発
・実建物を対象とした実証実験と評価

(2) ドローン搭載カメラと不具合検出法の開発
・飛行位置とカメラ撮影位置情報の同定化開発
・ドローン搭載カメラの不具合検出精度の向上
・実建物を対象とした実証実験と評価

(3) ドローンの自動点検システムのパッケージ化
・自動点検調査システムの一元化技術の開発
・建築物の補修改修支援システムの開発

1年目は点検調査自動化の統合システム開発、
2年目は各工程の要素技術の高度化を図る。

ドローンを活用した建築物の自動点検調査システムの開発
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審査基準に関する事項（1.技術開発の必要性、緊急性）

タイル外壁剥落や看板等の落下による対策

ドローン技術活用による飛行時の安全性対策

■ 技術開発の必要性

住宅ストックの増加による調査点検方法の合理化への対応

公共建築物のメンテナンス効率化技術の必要性

国産ドローン活用による市場への支援と取得情報データ漏洩
への安全性確保

■ 技術開発の緊急性

ドローンを活用した建築物の自動点検調査システムの構築

ドローンを活用した建築物の自動点検調査システムの開発
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審査基準に関する事項（2.技術開発の先導性）

 建築分野のドローン活用自体に先導性がある

 建築用ドローンの自動化技術は国内初の取組
（自動飛行、障害物回避機能、住民に配慮した安全安心なドローン形態等）

自律飛行： 建築用完全自律制御型ドローンと飛行プラン

 調査点検工程（ドローン飛行→カメラ撮影→劣化情報取得
→建物の図面化）を自動化することで、調査点検の省力化
と質の高いデータ取得を目指す

自動化：ドローン活用自動点検調査システム

 自然災害時の救助や災害調査、ドローンで宅配するシス
テムに応用可能

 拡張性：自動点検調査技術の応用展開

ドローンを活用した建築物の自動点検調査システムの開発
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審査基準に関する事項（3.技術開発の実現可能性）

(1)建築用完全自律制御型ドローンの開発（野波）

 本応募提案と関係の深いインフラ点検モデルドローンを保有
 LaserやVisual SLAMを用いた自己位置推定システムにより、
非GPS環境下での自律飛行も可能

(2)ドローン搭載カメラと不具合検出法に関する技術開発（石田）

 ドローンを活用したインフラ調査点検技術の多くの実績があり
 ひび割れ抽出システムについて、東京都市大学で開発したソ
フトを現場にて活用した実績を持つ

(3)ドローンの自動点検調査システムのパッケージ化（宮内）

 ドローン技術の利活用と補修改修関連研究を実施しており、自
動点検調査システムの活用方法をとりまとめることが可能

■応募者のこれまでの実績と実現可能性

ドローンを活用した建築物の自動点検調査システムの開発
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審査基準に関する事項（4.実用化・製品化の見通し）

ドローンを活用した建築物の自動点検調査システムの開発

技術開発項目等 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

　 　

　

(1)建築用完全自律制御型ドロー
ンの開発

(2)ドローン搭載カメラと不具合
検出法に関する技術開発

(3)ドローンの自動点検システム
のパッケージ化技術開発

補助事業期間

現場実証データ整備

（損傷部の抽出度を確認、改善を実施）

実用化準備

社団法人の設立

ド ローンを活用した建

築物の自動点検調査シ

ステムの販売開始

(1) 完全自律制御型ドローンと

飛行プランの開発

(1) 建築用完全自律制御型ド

ローンの開発

(2) ドローン搭載カメラの撮影

技術の開発

(3) 建築物の不具合情報の自動

検出の開発

(2) ドローン搭載カメラと不具

合検出法の開発

(4) 建築物デジタル劣化情報シ

ステムの開発

(3)ドローンの自動点検システム

のパッケージ化

飛行データの収集

(オートパイロットシステムと撮影画像・ログデータの検証）

損傷部自動抽出ソフトの開発

（写真合成、写真補正 ・画像データをキャドデータに変換）

ドローン関連技術情報の収集と整理


